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1．はじめに
日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」）

では東京電力福島第一原子力発電所事故（以下「福
島原発事故」）対応の研究開発支援という観点から
関連情報の収集、整理、提供の取組（以下「アー
カイブ」）を行っている。具体的には恒久的なアク
セスが確保されていないインターネット上の情報
及び入手に制約のある学会等における口頭発表情
報を収集対象とし、平成25年度から本格的にアー
カイブ化に取り組み、平成26年 6 月に「福島原子
力事故関連情報アーカイブ」（以下「福島アーカ
イブ」）として公開している。これまでの経緯、取
り組みの状況、課題等について紹介する。1 ）、2 ）

2．経緯
原子力機構の原子力科学研究所（茨城県那珂郡

東海村）に位置する中央図書館は平成23年 3 月11
日に発生した東日本大震災により、建屋、窓ガラ
ス、書架に大きな被害を受けた（図 1 ）。

図 1　中央図書館の被災状況

しかし、震災により発生した福島原発事故対応
のため内外の研究者、技術者から冷却材喪失事故、
環境回復等に関する参考文献を求める要求が多数
寄せられた。これらの情報要求に対し、当初は個

別に対処していたが、より効率的に対応するため、
情報要求の内容をテーマ別に整理して文献リスト
を作成し、「3.11原子力事故参考文献情報」サイ
ト3 ）を設置し、情報発信を開始した（平成23年 4
月）。その後、国及び東京電力、国内外の研究機
関等がインターネットに発信する情報を「リンク
情報」として発信を開始し（平成23年 7 月）、平成
24年 1 月に30分野に整理して発信を継続している。
また、福島原発事故に関する原子力機構の研究開
発成果（研究開発報告書類、学術雑誌等への投稿
論文）も徐々に発生してきたことからリスト化して
平成24年 1 月に発信を開始し、さらに、平成25年
8 月には学会等における口頭発表情報についても
リスト化して発信を開始した。また、福島原発事
故に係る国内外の事故調査委員会等の報告書をと
りまとめて発信している（平成24年 5 月、図 2 ）。

過去には昭和54年に米国のスリーマイル島原子
力発電所事故、昭和61年に旧ソ連のチェルノブイ
リ原子力発電所事故と大きな事故が発生している
が、事故の記録は原子力レポート等紙媒体として
記録に残っているものが多かった。一方、福島原
発事故の場合は当初から情報発信がインターネッ
ト中心であった。インターネット上の情報は更新、
改廃されやすく、恒久的なアクセスが確保されな
いため、すぐに消えていく傾向がある。また、イ

1． 東京電力福島第一原子力発電所事故関連情報アーカイブ
化への取組について

米 澤　　 稔（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）

第 2 分科会：震災記録とデジタルアーカイブス
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ンターネット上の情報を個人が保存することは可
能であるが、これらをさらに発信するには公衆送
信権の問題を解決しなければならない。

学会等の口頭発表では最新の研究開発成果が発
表されることから貴重な成果情報の一つであるが、
学会に参加しないと予稿集を入手できない等、情
報流通という観点から課題がある。

このような経緯、課題等を踏まえ、①「3.11原
子力事故参考文献情報」は福島原発事故の研究開
発を支援するサイトとして、今後も運用を継続す
る、②散逸・消失等が懸念されるインターネット
情報及び最新の情報でありながら入手に制約のあ
る学協会等における口頭発表情報を収集・整理、
発信し、サイトの段階的な発展・充実を図る、③
収集対象範囲は原則として福島原発事故に関連す
る研究開発の支援となる公開情報を対象とする、
④対象ユーザーは国・自治体、独法等研究機関、
大学等教育機関、民間企業、医療機関、海外機関
の原子力従事者とする、という基本方針のもとで
福島原発事故関連情報のアーカイブ化の取り組み
を行うこととした。

取り組みのポイントとしては①国立国会図書館
との連携によるインターネット情報の恒久的なア
クセスの確保、②ダブリン・コアに準拠したメタ
データの作成、③国際原子力機関（以下「IAEA」）
が作成した分類の活用による整理、④IAEAや国
立国会図書館との連携による情報発信の拡大の 4
点がある。

3．取り組みの内容
3．1 国立国会図書館との連携によるインターネ
ット情報の恒久的なアクセスの確保
インターネット情報の収集にあたってはいくつ

かの課題がある。インターネット情報はウェブサ
イトのリンク切れや移動、消失などがあり、昨日
まで見ることができた情報が今日になると見られ
なくなるということがよくある。原発事故関係の
例で言えば、原子力安全・保安院、原子力安全委
員会は平成24年 9 月19日に原子力規制委員会に移
行し、元のサイトは消滅している（注：原子力安
全・保安院、原子力安全委員会のウェブサイトは
原子力規制委員会のサイトに移設されている）。
東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会
事故調）のウェブサイトは、平成24年10月30日を
もって運営を終了し、こちらも元のサイトは消滅
している。

また、発信元の許諾がなければウェブサイトを
保存して外部に発信することはできない。さらに、
多層構造となっているウェブサイトが多いため、
必要とする情報が入手しにくい等の課題がある。

インターネット情報の恒久的なアクセス確保に
ついては国立国会図書館がインターネット資源収
集保存事業（以下「WARP: Web Arch iv ing 
Project」）4 ）により、国内の公的機関等（国の機関、
地方自治体、独立行政法人、国公立大等）のウェ
ブサイトの収集保存を行っていることから、
WARPに収集保存されているウェブサイトから
福島原発事故関連の情報を抽出して、メタデータ
を作成し、メタデータにWARPに収集保存され
ているインターネット情報へのリンクを持たせる
ことによってインターネット情報への恒久的なア
クセスを確保することとした。

学会の口頭発表情報についても予稿集や要旨集
の原稿にアクセスできるようにするために、原子
力機構中央図書館で所蔵している学会の予稿集・
要旨集に掲載された事故関連の口頭発表情報を選
択してメタデータを作成し、当該資料のOPAC情
報へのリンクを持たせることによってフルテキス
トへのアクセスを確保することとした。

図 2　3.11原子力事故参考文献情報
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3．2 ダブリン・コアに準拠したメタデータの作成
インターネット情報の場合はホームページの最

下層のページを対象にメタデータを作成している
（図 3 ）。

図 3　メタデータ作成対象のページ

さらに、対象となる最下層のページにPDF、
写真、動画ファイル等が掲載されている場合はそ
れらのファイル等についてもメタデータを作成し
ている（図 4 ）。これにより、ウェブサイトが多層
構造で複雑になっている場合でも、情報へのアク
セスが容易になる。

図 4　メタデータ作成対象の情報

インターネット情報については東京電力、経済産
業省等公的機関等が公式に発表した情報から収集
を開始し、段階的に収集範囲を拡充している（図 5 ）。

学会の口頭発表情報については国内の学会等を
対象に予稿集・要旨集から福島原発事故関連の口
頭発表を抽出し、口頭発表のタイトル、発表者及
び所属機関、会議開催情報、分類等のメタデータ
を作成している。口頭発表情報の場合は英文のメ
タデータ（英文タイトル、発表者・所属機関の英
文入力）も作成し、メタデータに中央図書館の所
蔵する予稿集のOPACデータへのリンクを入力す
ることで、発表原稿（全文）へのアクセスを提供し
ている（図 6 ）。

図 6　口頭発表情報のメタデータ

口頭発表情報については、国内の主要な原子力
関連学会である日本原子力学会、日本保健物理学
会、アイソトープ協会、環境放射能除染学会の発
表会を対象に収集を行っている（図 7 ）。

図 7　口頭発表情報の収集状況（平成27年6月現在）

インターネット情報、口頭発表情報ともに外部
機関のデータベース等とのデータの相互互換性を
考慮し、ダブリン・コアに準拠したフォーマット
のメタデータを作成している。

3．3 収集した情報の整理
IAEAでは平成24年から原子力重大事故（Major 図 5　インターネット情報の収集状況（平成27年6月現在）
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Nuclear Accidents）に関する知識の保存、共有に
資するためにタクソノミー（Taxonomy）と呼ばれ
る階層的な分類体系の開発を行っている。IAEA
は加盟国に対し事故関連情報の収集・保存等の際
にタクソノミーを活用する働きかけを行っており、
IAEAのタクソノミー開発の担当者から原子力機
構に対し、福島原発事故情報の整理へのタクソノ
ミーの活用の要請を受けた。原子力機構では収集
した情報をどのような分類体系で整理すべきかを
検討しており、事故調査委員会の調査報告書の目
次をベースにした分類を作成することも検討した
が、本活動で収集した福島原発事故情報を国際的
にも広く利用に供するという観点から、IAEAの
タクソノミーを活用して整理することにした。

IAEAが当初作成したタクソノミーは福島原発
事故情報の分類に利用するには不十分な体系であ
った。例えば自然災害に関する分類には「地震」
という分類はあるが「津波」という分類がなかっ
た。また、汚染水の処理、原子炉の廃止措置に関
する分類も含まれていなかった。そのため、原子
力機構では福島原発事故情報を分類するという観
点でIAEAのタクソノミーをレビューし、追加や
修正が必要な点をまとめた改訂案をIAEAに示し、
修正を依頼した。また、タクソノミーの記述が英
語であったことから日本語版も作成した（図 8 ）。

図 8　IAEAタクソノミー

4．情報発信の仕組み
収集・整理したメタデータは数多くの学術機関

の機関レポジトリーで採用されているDSpaceを
使って管理し、情報発信をすることとした。平成
26年 6 月「福島原子力事故関連情報アーカイブ」

としてインターネット情報約 4 万件、口頭発表情
報約1,300件を公開した。その後、毎月1,000～
2,000件メタデータを追加している。DSpaceは米
国で開発されたソフトウェアで日本語化はされて
いたが、オリジナルのユーザーインターフェース
では使いづらい点が多かったため、より見やすく、
使いやすいユーザーインターフェースに改良する
とともに、原子力機構の研究開発成果閲覧・検索
システム（JOPSS）等の関連するデータベースとの
横断検索機能の追加等の機能面の改良を実施し平
成27年 3 月に改良版を公開した（図 9 ）。

図 9　福島アーカイブ 5 ）

5．課題と今後の取組
5．1 収録情報の拡充

福島原発事故に関する情報は日々継続的に発生
している。福島アーカイブで収集しているインタ
ーネット情報、口頭発表情報の収集範囲はまだ限
定的であり、段階的に拡充していく予定である。
具体的にはインターネット情報では原子力機構と
原子力規制委員会の情報を収録する予定である。
また、将来的には海外の情報も取り込んでいきた
いと考えている。

5．2 学会等口頭発表情報のフルテキスト提供
インターネット情報はWARPに保存されている

情報にアクセスが可能になっているが、口頭発表
情報の場合、フルテキストへのアクセスは図書館
に所蔵している予稿集等の掲載ページを複写サー
ビスで提供することになっているため、利便性に
課題がある。そこで、予稿集等の著作権者である
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学会と交渉し、フルテキストを電子的に提供する
許諾を得られるよう交渉を行っている。

5．3 情報発信の拡大
原子力機構のウェブサイトから福島アーカイブ

を公開しているが、より広くアクセスしていただ
くために、他のデータベース等にメタデータを提
供し、情報発信の拡大を図る予定である。具体的
にはIAEAと国立国会図書館との連携を進める予
定である。

IAEAでは加盟国が国際協力により構築・運用
している国際原子力情報システム（INIS）データ
ベースがあり、INISデータベース6 ）に福島アーカ
イブのメタデータを提供する。INISデータベー
スにデータを提供するため必要な編集等（INIS分
類の付与、インデクシングなど）を行い、平成27
年 5 月から提供を開始した（図10）。

NDLとの連携では、東日本大震災アーカイブ
（ひなぎく）7 ）にメタデータを提供予定である。

5．4 システムの改良
より幅広く利用者からのアクセスが可能となり、

また、関連するデータベースと連携を図るため
に、Web－API（OpenSearch、OAI-PMHへの対応）
を整備するとともに、関係機関と連携を図ってい
く予定である。また、より使いやすいシステムに
していくために検索画面の見直し・機能の改良に
ついても取り組んでいく予定である。
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図10　IAEA/INISデータベースとの連携
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